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１．職員の任免及び職員数に関する状況

　（１）職員の採用の状況

区　分
令和5年4月1日

令和6年4月1日

区　分

再任用職員数

区　分 定年 普通 死亡 懲戒 計

行政職 0 0 0 0 0

消防職 8 4 0 0 12

計 8 4 0 0 12

　（４）職員数の状況

【主な増減理由】
　◯消防部門　：　職員配置再編計画に基づく人員減となっております。また、消防学校派遣職員を行政部門に計上して
　　　　　　　　　おります。

294 293
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消防職 計
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※他の団体からの派遣による採用は含みません。

21 21

令和６年度 令和５年度

35 32

7 7

1 1

21

　（３）退職の状況（令和５年度）

　（２）再任用職員の状況（令和５年度）

常時勤務職員 短時間勤務職員 計

13

行
政
部
門

消
防
部
門

21

6

7 20

※この表は、地方公共団体定員管理調査の報告数値です。

小　計

環境事業課

介護保険事務所

斎　場

消防学校派遣

大仙市人事交流

管理課

小　計

西木分署

中仙分署

田沢湖分署

角館消防署

協和分署

西仙北分署

西分署

南分署

東分署

大曲消防署

消防本部

合　計

職　員　数　（人）

増　減

3

3

0

0

0

0

0

0

0



２．職員の人事評価の状況

　（１）評価制度の概要

　　　①　能力評価　：　評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮された

　　　　　　　　　　　　能力を評価するもの

　　　②　業績評価　：　職員があらかじめ設定した業務目標の達成度を評価するもの

　（２）評価期間　：　毎年４月１日　～　翌年２月末日

　（３）評価者

　　　①　一次評価　：　被評価者の直属の管理監督職員

　　　②　二次評価　：　一次評価者の上司
　　　　　　　　　　　　
３．職員の給与の状況

　（１）人件費の状況（令和５年度）

５年度

※人件費には一般職の職員と特別職の職員の給与、報酬の他に共済費等の負担金を含みます。

　（２）職員の給与費の状況（令和５年度）

職員数
一人当たり

給与費

（Ａ） （Ｂ／Ａ）

331人 5,611千円

　（３）職員の給料の状況（令和６年４月１日現在）

平均年齢

平均年齢

採用２年経過後の給料額

平均給料月額

初任給、
経験年数別、
学歴別
平均給料月額

高
校
卒

初任給

採用２年経過後の給料額

１５年以上２０年未満

７年以上１０年未満

１０年以上１５年未満

１５年以上２０年未満

（行政職）

（消防職）

経験年数

大
学
卒

初任給

38.22歳

41.97歳

274,660円

265,050円

241,967円

212,667円

174,900円

166,600円

310,283円

区分
歳出額

1,122,868千円 284,507千円

７年以上１０年未満

１０年以上１５年未満

25,010,063千円 598,094千円 2,317,054千円

給料 職員手当 期末勤勉手当

　職員配置や昇任・昇格などの人事管理の基礎として活用するため、人事評価制度を導入し、以下のとお
り運用しています。

人件費率

経験年数

給　　与　　費

1,857,187千円

計（Ｂ）

9.26%

（Ｂ／Ａ）

276,338円

243,061円

206,600円

196,200円

449,812千円

実質収支
人件費

（Ａ） （Ｂ）



　（４）職員手当の状況（令和６年４月１日現在）

※支給月　１１月から翌年３月

職員全体に占める手当支給職員の割合

職員全体に占める手当支給職員の割合

2.05月分2.45月分

1.225月分

1.225月分

期末手当

84,000円

7.69%

68,000円

14,000円

28,000円

5,000円

6,500円

10,000円

6,500円

１６歳から２２歳までの子１人につき加算額

計

60,000円

期末手当
勤勉手当

支給月

６月

１２月

※職務上の段階、職務の級に応じて加算措置あり。（５％～１５％）

7,360円

10,200円

17,800円

36,000円

40,000円

勤勉手当

1.025月分

1.025月分

消防職
特殊勤務手当
（５年度）

扶養手当
（月額）

配偶者

寒冷地手当
（月額）

参事

住居手当
（月額）

借家・借間（上限額）
単身赴任職員の配偶者の借家・借間（上限額）

管理職手当
（月額）

管理又は監督の地
位にある職員に支
給

事務局長、消防長

事務局次長、消防次長、
大曲消防署長、角館消防署長、
主席参事等

世帯主で扶養親族のある職員

世帯主で扶養親族のない職員

その他の職員

子

父母等

課長、所長

手当の種類

3,355千円 6,366千円 99千円

34,716円

96.92%

斎場技士特殊勤務手当

行政職
特殊勤務手当
（５年度）

消防職
時間外勤務

手当

支給総額

令和３年度 令和４年度 令和３年度

58,312千円 64,785千円 200千円

支給職員一人当たりの平均支給年額

手当の種類

204千円

令和４年度

一人当たりの平均支給年額

187千円

令和４年度

一人当たりの平均支給年額

支給職員一人当たりの平均支給年額

夜間特殊業務手当
災害・救急出動手当

行政職
時間外勤務

手当

支給総額

令和３年度 令和４年度 令和３年度



　（５）一般行政職の級別職員数の状況（令和６年４月１日現在）

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

　（６）特別職報酬の状況（令和６年４月１日現在）

期末手当

主任 6人 15.4%

主席主査、主査 3人 7.7%

（月額）　　　５７９,０００円

合　　計

区　分

主事 81人

13%

課長、参事 25人

7%

294人合　　計

75人

報　　酬

（年額）　　　　３０,０００円

給　　料

（年額）　　　　３５,０００円

26%

標準的な職務内容 職員数 構成比

主幹、副署長、
分署長、当務部長 37人

副主幹、専門監、
副分署長 21人

28%

4人 1%

9%

17%

主席主査、主査

（年額）　　　　２８,０００円

主任 51人

消防長、消防次長、大
曲消防署長、角館消防
署長、主席参事

（年額）　　　　２５,０００円

（年額）　　　　２０,０００円

（年額）　　　　６０,０００円
支給割合
　　６月　１.７０月分
　１２月　１.７０月分
　合　計　３.４０月分
※専任副管理者には寒冷地手当も
支給されます。

（年額）　　　　　８,０００円

消
防
部
門

39人

標準的な職務内容

23.1%

所長、参事 2人 5.1%

事務局長 1人 2.6%

副主幹、専門監 9人

区　分 職員数

行
政
部
門

構成比

主事 8人 20.5%

主幹 10人 25.6%

専任副管理者

監査委員（識見）

監査委員（議員）

議員

副議長

議長

副管理者

専任副管理者

管理者



４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）一般職員の勤務時間の状況（令和５年４月１日現在）

勤務開始時刻

8:30

※上記の勤務時間は一般的なものであり、異なる勤務形態の場所があります。

（２）主な特別休暇

５．職員の休業に関する状況

　（１）年次有給休暇取得状況（令和５年１月１日～令和５年１２月３１日）

総付与日数
（Ａ）

7298日

　（２）育児休業及び部分休業の取得状況（令和５年度）

※上段：５年度から新たに取得した者。下段：４年度以前から５年度にかけて引き続いている者。

女性職員が出産する場合　（産前６週間及び産後８週間）

12:00～12:45

女性職員
1 0

1 0

勤務時間の割り振り

家族看護等休暇

心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当で
あると認められる場合　（連続する５日以内）

結婚休暇

出産休暇

配偶者出産休暇

休暇の種類

自発的に、報酬を得ないで社会に貢献する特定の活動を行う場合で、勤務しな
いことが相当であるとき　（５日以内）

職員が結婚する場合　（連続する５日以内）

勤務終了時刻 休憩時間

土・日曜日

週休日

0

3794日 11.4日

１人当たりの
平均取得日数
（Ｂ／Ｃ）

男性職員
5 0

1

対象職員数
（Ｃ）

52%

ボランティア休暇

親族が死亡した場合　（親族区分により定める日数。最高で７日）

　職員の勤務時間や休暇については、広域の条例・規則で定められており、ここではそのうち主なものを
記載しております。

330人

区　分
取得者数（人）

育児休業 部分休業

総取得日数
（Ｂ）

取得率（％）
（Ｂ/Ａ×100）

妻の出産に伴い入院の付き添いをする場合　（２日以内）

忌引き休暇

リフレッシュ休暇

家族の看護、又は予防接種等を受ける際に介助する場合　（５日（家族が２人
以上の場合は１０日）以内）

１週間の
勤務時間

40時間

育児時間
子の保育のために必要と認められる授乳等を行う場合　（１日２回それぞれ３
０分以内）

内　　　　　容

17:15

合　計
6 0

2 0



　（３）介護休暇の取得状況（令和５年度）

全日型 時間型 その他

男性職員 0 0 0

女性職員 0 0 0

計 0 0 0

　（４）介護時間の取得状況（令和５年度）

男性職員

女性職員

合　計

６．職員の分限及び懲戒処分の状況

降任 免職 休職 降給

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

※同一の者が複数回にわたり処分された場合は、処分１件につき１人として計算しています。

戒告 減給 停職 免職

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

　（１）分限処分件数（令和５年度中に発令したもの）

　（２）懲戒処分件数（令和５年度中に発令したもの）

0

取得者数

0

0

休暇の取得形式

　分限処分とは、公務能率の維持向上を目的とし、勤務実績が良くない場合、心身の故障の場合、その他
必要な適格性を欠く場合等、地方公務員法に定められた事由においてのみ行われ、本人の意に反して行う
不利益処分です。
　懲戒処分とは、道義的責任を問うことにより公務の規律と秩序を維持することを目的とし、職員の一定
の義務違反に対し、その責任を追求して行う不利益処分です。

0

0

0

区　分
（人）

区　分
（人）

取得者数

　　　　　　　　　　　　　処分の種
類
 処分事由

0

0

0

合　計

条例で定める事由による場合

刑事事件に関し起訴された場合

職制、定数の改廃、予算の減少により廃
職、過員を生じた場合

職に必要な適格性を欠く場合

勤務成績が良くない場合

心身の故障の場合

合　計

全体の奉仕者にふさわしくない非行があっ
た場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠っ
た場合

法令に違反した場合

　　　　　　　　　　　　　処分の種
類
 処分事由

0

0

0

0

計

0

0

0

0

計



７．職員の服務の状況

　職員は、全体の奉仕者として次のような義務や制限が課せられています。

（１）　職務に専念する義務の免除

（２）　営利企業等の従事許可の状況（令和５年度）

許可件数

93

８．職員の退職管理の状況

　公務の適正な執行を確保するために、離職後に営利企業及び非営利法人（国、国際機関、地方公共団
体、特定独立行政法人及び特定地方独立行政法人を除く。）に再就職した元職員（＝再就職者）は、離職
前５年間に在職していた職場の現職員に対して、当該営利企業等又はその子法人と在職していた職場との
間の契約等事務について、離職後２年間、離職前５年間の職務上の行為をする（しない）ように、要求又
は依頼すること（＝働きかけ）が禁止されています。
　規制に違反した元職員には過料又は刑罰が科せられます。また、元職員から働きかけを受けた職員は、
人事委員会（公平委員会）にその旨を届け出る義務があります。
　なお、令和４年度の働きかけの届け出はありませんでした。

主な内容区　分

野球審判員、部活動外部コーチ等
（農業含む）

職員は、特定の政治的行為について、これを行うことを禁止されています。

営利企業等の従事制限

職員は、その職務を遂行するにあたって、法令、条例等に従い、かつ、上司の職務上の
命令に忠実に従わなければなりません。

内　　　　　容

職員は、法律や条例に特別な定めがある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力の全
てをその職責遂行のために用い、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ
職務の遂行にあたっては全力をあげてこれに専念をしなければなりません。

職員は、条例の定めるところにより、服務の宣誓をしなければなりません。宣誓とは、
服務上の義務を遵守することを宣言する行為です。

職員は、全体の奉仕者という地位の特殊性、職務の公共性から、ストライキ、サボター
ジュなどの争議行為等をすることを禁止されています。

営利企業等の従事許可

区　　分

法令等及び上司の命令に
従う義務

職務に専念する義務

服務の宣誓

信用失墜行為の禁止

争議行為等の禁止

秘密を守る義務

政治的行為の制限

　職員は法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職務遂行
のために用いなければなりませんが、「職員の職務に専念する義務の特例に関する条例」により、研修を受ける場合
や厚生計画の実施に参加する場合等に、任命権者の承認を得て職務専念義務を免除されることがあります。

職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるような行為をしては
なりません。

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません。退職後も同様です。

職員は、任命権者の許可を受けなければ営利企業等の役員等を兼ねることや自ら営利企
業を営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務にも従事することはできませ
ん。



９．職員の研修の状況（令和５年度）

１０．職員の福祉及び利益の保護の状況

　（１）　職員の健康診断の状況（令和５年度）

区　　分

　（２）　公務災害の認定件数（令和５年度）

うち認定 うち不認定
うち継続審

査

公務災害 5 5 0 0

通勤災害 0 0 0 0

人間ドック

区　　分

8

3

0

2

2

1

申　請　件　数

任命権者毎の
専門研修等

階層別研修

定期健康診断

（希望受診）
秋田県市町村職員共済組合の助成有り

（希望受診）
胃がん検診

（全員が対象）
身体測定、胸部Ｘ線、血圧、尿、心電図、血液、眼底、便潜
血、視力、聴力

内　　　　容

71 人

234 人

263 人

受診者数

人数区　　分

介護保険事務所
（介護給付適正化研修、全国介護保険広域化推進会議研修、認
定調査員新任者研修会、管理監督職研修 女性職員のためのマ
ネジメントコース）

アサーティブ・コミュニケーション、成功するプレゼンテー
ション、データの見方・活かし方、段取り力向上、インバス
ケットによる実践トレーニング、Web会議スキル向上、ｅラー
ニング、業務に役立つ法令の読み方

管理・監督者研修

人事評価者研修

監督者研修Ⅱ

監督者研修Ⅰ

主任研修

３年目職員研修

新規採用職員研修

能力開発研修

53

7

9

0

消防
（消防大学校幹部科、消防大学校国民保護・危機管理コース、
消防大学校査察業務マネジメントコース、救急救命東京研修
所、救急救命九州研修所指導救命士養成研修、秋田県消防学校
関係各科研修、緊急自動車運転技能者講習）



　（３）　大曲仙北広域市町村圏組合職員互助会の状況（令和５年度）

　広域職員互助会では、職員相互共済及び福利増進を目的とする事業を行っております。

金　額

掛金率

・職員旅行助成

・生活資金の貸付

　（４）　職員の利益の保護の状況

　①勤務条件に関する措置の要求の状況

令和５年度中

要求件数

0

　②不利益処分の関する関する不服申し立ての状況

令和５年度中

要求件数

0

会員数

令和５年度末

0 0

給料×5/1000

組合補助金 なし

主な事業内容

・慶弔給付

　　弔慰金、出産祝金、結婚祝金、

　　銀婚祝金、歳祝金、勤続祝金、

　　壮健祝金、退会給付金等

・見舞金

・職員レクリエーション助成

・地域社会貢献活動

会員掛金

0 0 0

311　人

判　定却　下

令和５年度中処理件数 令和５年度末

継続件数

却　下 判　定 継続件数

0

5,260,285　円

令和５年度中処理件数

　地方公務員法第４６条の規定に基づき、職員は公平委員会に対し、給与、勤務時間その他の勤務条件に
関し、当局が適当な措置が執られるべきことの要求や、不利益処分に関し不服申し立てをすることができ
ます。
　広域組合では、公平委員会がありませんので、この事務を秋田県人事委員会に委託しており、令和５年
度における業務の状況は、次のとおり報告を受けております。


